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京都大学複合原子力科学研究所原子炉施設保安規定と審査基準との整理表 

 

 

京都大学研究用原子炉（ＫＵＲ）・京都大学臨界実験装置（ＫＵＣＡ） 

⾼経年化に関する評価に基づく⻑期施設管理⽅針の策定について 
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試験研究の用に供する原子炉等における保安規定の審査基準 原子炉施設保安規定（変更箇所を下線で示す。） 備考 

試験炉規則第 15 条第１項第１号～第 16 号（記載省略） 

 

試験炉規則第 15 条第１項第 17 号 

試験研究用等原子炉施設の施設管理 

１．～２．（記載省略） 

３． 運転を開始した日以後３０年を経過した試験研究用等原子炉については、

長期施設管理方針が定められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 試験炉規則第１５条第１項第１７号に掲げる試験研究用等原子炉施設の

施設管理に関することを変更しようとする場合（試験炉規則第９条の２第

１項若しくは第２項の規定により長期施設管理方針を策定し、又は同条第

３項の規定により長期施設管理方針を変更しようとする場合に限る。）は、

申請書に試験炉規則第９条の２第１項若しくは第２項の評価の結果又は

 

 

 

 

 

（長期施設管理方針） 

第１５５条の２ 第１５１条第１項第２号に基づき策定する長期施設管理方針

は、別表第２４の２に示すものとする。 

 

別表第２４の２ 長期施設管理方針（第１５５条の２） 

原子炉名 長期施設管理方針 

（始期：2023 年 12 月 1 日、適用期間：10 年間） 

研究炉 炉心タンクの腐食については、直近に行った調査か

ら10年を超えない期間中に超音波を用いた調査の実

施計画を策定する。 

臨界装置 高経年化に関する評価の結果、高経年化対策として

充実すべき施設管理の項目はない。 
 

本申請の範囲外 

 

 

 

 

KUR 及び KUCA は運転を開始した日以

降、30 年を経過しているため、左記の

とおり、長期施設管理方針を定めてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5 年 8 月 8 日付け 23 京大施環化

第 40 号をもって申請した原子炉施設

保安規定変更承認申請書に KUR 及び

KUCA の各施設に関する施設定期評価

実施報告書（高経年化に関する評価）
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第３項の見直しの結果を記載した書類（以下「技術評価書」という。）が添

付されていること。 

５． （記載省略） 

 

試験炉規則第 15 条第１項第 18 号～第 21 号（記載省略） 

を添付している。 

 

 

 

本申請の範囲外 
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京都大学複合原子力科学研究所原子炉施設保安規定と原子炉設置変更承認申請書との整理表 

 

 

京都大学研究用原子炉（ＫＵＲ） 

⾼経年化に関する評価に基づく長期施設管理方針の策定について 
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原子炉施設保安規定 原子炉設置変更承認申請書（本文） 原子炉設置変更承認申請書（添付書類） 備考 

（長期施設管理方針） 

第１５５条の２ 第１５１条第１項第２号に基づき

策定する長期施設管理方針は、別表第２４の２に示す

ものとする。 

 

別表第２４の２ 長期施設管理方針（第１５５条の

２） 

原子炉名 長期施設管理方針 

（始期：2023年 12月 1日、適用期

間：10年間） 

研究炉 炉心タンクの腐食については、直

近に行った調査から10年を超えな

い期間中に超音波を用いた調査の

実施計画を策定する。 

臨界装置 高経年化に関する評価の結果、高

経年化対策として充実すべき施設

管理の項目はない。 
 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構

造及び設備 

ロ. 試験研究用等原子炉施設の一般構造 

(3) その他の主要な構造 

(ⅰ) 原子炉施設は、耐震構造、耐津波構造の他

に、以下の基本的方針のもとに安全設計を

行い、「原子炉等規制法」及び関係法令の

要求に適合する構造とする。 

h. 安全施設は、その安全機能の重要度に応じ

て、十分に高い信頼性を確保し、かつ、維

持し得るように設計する。このうち、重要

度が特に高い安全機能を有するものにつ

いては、想定される単一故障及び外部電源

が利用できない場合を仮定しても所定の

安全機能を達成できるよう、その構造、動

作原理、果たすべき安全機能の性質等を考

慮して、多重性又は多様性を確保し、及び

独立性を有するように設計する。 

 安全施設は、予想される環境条件に対して

十分余裕をもって耐えられ、その機能が維

持できるように設計する。それらの健全性

及び能力を確認するために、その安全機能

の重要度に応じ、適切な方法により、原子

（添付書類五） 

5 変更に係る原子炉施設の設置及び運転に関する技

術的能力に関する説明書 

5-1 設計及び運転等のための組織 

平成 28年 4月 1日現在における原子力関係組織図

を第 5-1 図に示す。これらの組織は定められた業務

所掌に基づき明確な役割分担の下で複合原子力科学

研究所の原子炉施設の設計及び運転等に係る業務を

行っている。 

本変更に係る設計及び工事に関する主な業務は、

安全管理本部（中央管理室、核燃料管理室、品質管

理室）、施設管理 5部（研究炉部、臨界装置部、放射

線管理部、放射性廃棄物処理部、実験設備管理部）

及び事務管理部において実施する。安全管理本部及

び事務管理部が設計方針の策定に係る業務を、施設

管理 5 部が設計及び仕様の策定に係る業務並びに現

地工事管理等を実施する。また、本変更に係る品質

保証活動の総括業務を品質管理室が実施する。 

運転及び保守のための組織は、複合原子力科学研

究所原子炉施設保安規定（以下、保安規定）で明確

にし、この組織において本変更に係る業務を実施す

る。各部等の安全管理業務を統括、指揮するため、

安全管理本部が置かれている。(以下、省略) 

左記のとおり、設置変更承認申請書

に保安に係る組織の責任及び改善の

プロセスに関する事項、安全機能を

維持するための施設管理に関する事

項があるため、これらに基づき長期

施設管理方針を定めている。 
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炉の運転中又は停止中に試験又は検査が

できるように設計する。 

 安全施設は、本原子炉施設及び臨界実験装

置施設の間で共用する場合においても、本

原子炉施設の安全性を損なわないように

設計する。 

 

9. 試験研究用等原子炉施設の保安のための業務に

係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項 

 

試験研究用等原子炉施設の保安のための業務に係

る品質管理に必要な体制の整備に関する事項につい

て、国立大学法人京都大学複合原子力科学研究所（以

下「研究所」という。）は、次の品質管理に必要な体

制の計画（以下「品質管理計画」という。）に定める

要求事項に従って、保安活動の計画、実施、評価及び

改善を行う。 

 

【品質管理計画】 

5. 経営責任者の責任 

5.1 経営責任者の原子力の安全のためのリーダー

シップ 

経営責任者は、原子力の安全のためのリーダーシ

ップを発揮し、責任を持って品質マネジメントシス

テムを確立させ、実施させるとともに、その実効性

 

（添付書類八） 

8 変更後における原子炉施設の安全設計に関する説

明書 

8-1 安全設計の方針 

8-1-2 試験研究の用に供する原子炉等の位置、構

造及び設備の基準に関する規則への適合 

（安全施設） 

第十二条 安全施設は、その安全機能の重要度

に応じて、安全機能が確保されたものでなけれ

ばならない。 

(以下、省略) 

 

適合のための設計方針 

第 1項について 

原子炉施設の安全機能の重要度を、重要度分類

指針に基づき、かつ、中出力炉における重要度分

類例を参考に、本原子炉施設の特徴を十分に踏ま

えて、次のように定め、これらの機能を果たすべ

き構築物、系統及び機器を適切に設計する。 

安全施設を、重要度分類指針に基づき、それが

果たす安全機能の性質に応じて、次の 2 種に分類

する。 

（1）その機能の喪失により、原子炉施設を異常状
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を維持していることを、次に掲げる業務を行うこと

によって実証する。（以下、省略） 

S 

5.6 責任及び権限 

経営責任者は、部室等及び要員の責任及び権限並

びに部室等相互間の業務の手順を定めさせ、関係す

る要員に責任を持って業務を遂行させる。 

 

8. 評価及び改善 

8.1 監視測定、分析、評価及び改善 

(1) 研究所は、監視測定、分析、評価及び改善に係

るプロセスを計画し、実施する。 

(2) 研究所は、要員が本項(1)の監視測定の結果を

利用できるようにする。 

 

態に陥れ、もって一般公衆ないし放射線業務

従事者に過度の放射線被ばくを及ぼすおそ

れのあるもの。(異常発生防止系。以下「PS」

という。) 

（2）原子炉施設の異常状態において、この拡大を

防止し、又はこれを速やかに収束せしめ、も

って一般公衆ないし放射線業務従事者に及

ぼすおそれのある過度の放射線被ばくを防

止し、又は緩和する機能を有するもの。(異

常影響緩和系。以下「MS」という。)  

また、PS及び MSのそれぞれに属する構築物、系

統及び機器を「重要度分類指針」に基づき、その

有する安全機能の重要度に応じ、それぞれクラス

1、クラス 2及びクラス 3に分類する。それぞれの

クラスの呼称は第 8-1-1 表に掲げるとおりとし、

各クラスに対する定義とそれに含まれる機能は第

8-1-2表の通りである。各クラスに属する構築物、

系統及び機器の基本設計ないし基本的設計方針

は、確立された設計、建設、試験及び検査の技術

並びに運転管理により、安全機能確保の観点から、

次に掲げる基本的目標を達成できるものとする。 

クラス 1：合理的に達成し得る最高度の信頼性を確

保し、かつ、維持すること。 

クラス 2：高度の信頼性を確保し、かつ、維持する

こと。 
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クラス 3：一般の産業施設と同等以上の信頼性を確

保し、かつ、維持すること。 

原子炉施設の安全機能の重要度を「水冷却型試

験研究用原子炉施設に関する安全設計審査指針」

の「添付 水冷却型試験研究用原子炉施設の安全機

能の重要度分類に関する基本的な考え方」に基づ

き、かつ、低出力炉における重要度分類例を参考

に、本原子炉施設の特徴を十分に踏まえて、次の

ように定め、これらの機能を果たすべき構築物、

系統及び機器を適切に設計する。 

（以下、省略） 

下線は今回の説明のために追加した。 

[ 153 ]



2023/09/01 ヒアリング資料 5 

 

 

京都大学複合原子力科学研究所原子炉施設保安規定と原子炉設置変更承認申請書との整理表 

 

 

京都大学臨界実験装置（ＫＵＣＡ） 
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原子炉施設保安規定 原子炉設置変更承認申請書（本文） 原子炉設置変更承認申請書（添付書類） 備考 

（長期施設管理方針） 

第１５５条の２ 第１５１条第１項第２号に基づき

策定する長期施設管理方針は、別表第２４の２に示

すものとする。 

 

別表第２４の２ 長期施設管理方針（第１５５条の

２） 

原子炉名 長期施設管理方針 

（始期：2023 年 12 月 1 日、適用

期間：10 年間） 

研究炉 炉心タンクの腐食については、直

近に行った調査から 10 年を超え

ない期間中に超音波を用いた調

査の実施計画を策定する。 

臨界装置 高経年化に関する評価の結果、高

経年化対策として充実すべき施

設管理の項目はない。 
 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、

構造及び設備 

ロ. 試験研究用等原子炉施設の一般構造 

(3) その他の主要な構造 

(ⅰ) 原子炉施設は、耐震構造、耐津波構造の他

に、以下の基本的方針のもとに安全設計

を行い、「原子炉等規制法」及び関係法令

の要求に適合する構造とする。 

h. 安全施設は、その安全機能の重要度に応じ

て、十分に高い信頼性を確保し、かつ、維

持し得るように設計する。このうち、重要

度が特に高い安全機能を有するものにつ

いては、想定される単一故障及び外部電源

が利用できない場合を仮定しても所定の

安全機能を達成できるよう、その構造、動

作原理、果たすべき安全機能の性質等を考

慮して、多重性又は多様性を確保し、及び

独立性を有するように設計する。 

安全施設は、予想される環境条件に対し

て十分余裕をもって耐えられ、その機能が

維持できるように設計する。それらの健全

性及び能力を確認するために、その安全機

能の重要度に応じ、適切な方法により、原

（添付書類五） 

5 変更に係る原子炉施設の設置及び運転に関する

技術的能力に関する説明書 

5-1 設計及び運転等のための組織 

原子力関係組織図を第 5-1図に示す。これらの組

織は、定められた業務所掌に基づき明確な役割分担

の下で複合原子力科学研究所の原子炉施設の設計

及び運転等に係る業務を行っている。本変更に係る

設計及び工事に関する主な業務は、安全管理本部

（中央管理室、核燃料管理室、品質管理室）、施設管

理 5 部（研究炉部、臨界装置部、放射線管理部、放

射性廃棄物処理部、実験設備管理部）及び事務管理

部において実施する。安全管理本部及び事務管理部

が設計方針の策定に係る業務を、施設管理 5 部が設

計及び仕様の策定に係る業務並びに現地工事管理

等を実施する。また、本変更に係る品質管理活動の

総括業務を品質管理室が実施する。 

運転及び保守のための組織は、複合原子力科学研

究所原子炉施設保安規定（以下、保安規定）で明確

にし、この組織において本変更に係る業務を実施す

る。各部等の安全管理業務を統括、指揮するため、

安全管理本部が置かれている。（以下、省略） 

 

左記のとおり、設置変更承認申請書

に保安に係る組織の責任及び改善の

プロセスに関する事項、安全機能を

維持するための施設管理に関する事

項があるため、これらに基づき長期

施設管理方針を定めている。 
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子炉の運転中又は停止中に試験又は検査

ができるように設計する。 

安全施設は、本原子炉施設及び研究用原

子炉施設の間で共用する場合においても、

本原子炉施設の安全性を損なわないよう

に設計する。 

 

 

 

9. 試験研究用等原子炉施設の保安のための業務に

係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項 

 

試験研究用等原子炉施設の保安のための業務に係

る品質管理に必要な体制の整備に関する事項につい

て、国立大学法人京都大学複合原子力科学研究所（以

下「研究所」という。）は、次の品質管理に必要な体

制の計画（以下「品質管理計画」という。）に定める

要求事項に従って、保安活動の計画、実施、評価及び

改善を行う。 

 

【品質管理計画】 

5. 経営責任者の責任 

5.1 経営責任者の原子力の安全のためのリーダー

シップ 

経営責任者は、原子力の安全のためのリーダーシ

（添付書類八） 

8 変更後における原子炉施設の安全設計に関する

説明書 

8-1 安全設計の方針 

8-1-3 安全機能の重要度分類 

原子炉施設の安全機能の重要度を「水冷却型試

験研究用原子炉施設に関する安全設計審査指針」

の「添付 水冷却型試験研究用原子炉施設の安全機

能の重要度分類に関する基本的な考え方」に基づ

き、かつ、低出力炉における重要度分類例を参考

に、本原子炉施設の特徴を十分に踏まえて、次の

ように定め、これらの機能を果たすべき構築物、

系統及び機器を適切に設計する。 

8-1-3-1 安全上の機能別重要度分類 

安全施設を、それが果たす安全機能の性質に

応じて、次の 2種類に分類する。 

(1) その機能の喪失により、原子炉施設を異

常状態に陥れ、もって一般公衆ないし放

射線業務従事者に過度の放射線被ばくを

及ぼすおそれのあるもの（異常発生防止

系、以下「PS」という。）。 

(2) 原子炉施設の異常状態において、この拡

大を防止し、又はこれを速やかに収束せ

しめ、もって一般公衆ないし放射線業務

従事者に及ぼすおそれのある過度の放射
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ップを発揮し、責任を持って品質マネジメントシス

テムを確立させ、実施させるとともに、その実効性

を維持していることを、次に掲げる業務を行うこと

によって実証する。（以下、省略） 

S 

5.6 責任及び権限 

経営責任者は、部室等及び要員の責任及び権限並

びに部室等相互間の業務の手順を定めさせ、関係す

る要員に責任を持って業務を遂行させる。 

 

8. 評価及び改善 

8.1 監視測定、分析、評価及び改善 

(1) 研究所は、監視測定、分析、評価及び改善に係

るプロセスを計画し、実施する。 

(2) 研究所は、要員が本項(1)の監視測定の結果を

利用できるようにする。 

 

線被ばくを防止し、又は緩和する機能を

有するもの（異常影響緩和系、以下「MS」

という。）。 

また、PS及び MSのそれぞれに属する構築物、

系統及び機器を、それが有する安全機能の重要

度に応じ、第 8-1-1 表に示すように、三つのクラ

スに分類する。 

上記に基づく本原子炉施設の安全上の機能別

重要度分類を第 8-1-2 表及び第 8-1-3 表に示す。

各クラスに属する構築物、系統及び機器の基本

設計ないし基本設計方針は、確立された設計、建

設及び試験の技術並びに運転管理により、安全

機能確保の観点から、次の各号に掲げる基本的

目標を達成できるようにする。 

クラス 1 合理的に達成し得る最高度の信頼性

を確保し、かつ、維持すること。 

クラス 2 高度の信頼性を確保し、かつ、維持す

ること。 

クラス 3 一般の産業施設と同等以上の信頼性

を確保し、かつ、維持すること。 

なお、本原子炉施設にクラス 1 に属する安全

施設はない。 

 

下線は今回の説明のために追加した。 
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４ 検査小委員会は、検査要領書に従い検査を実施し、検査成績書を取りまとめ、当該主任技術者の

確認を得た上で、検査の結果を所長に報告しなければならない。 

５ 第１項の設置又は工事を行った部室長は、炉規則第３条の４に定めた使用前確認を要しない場合

を除き、使用前確認を受けなければ当該施設を使用してはならない。ただし、原子炉施設の一部が

滅失し、若しくは損壊した場合又は災害その他非常の場合において、やむを得ない一時的な工事と

して設置又は工事をするときは、この限りでない。 

 

第２節 定期的な評価及び経年劣化に関する技術的な評価 

 

（原子炉施設の定期的な評価及び経年劣化に関する技術的な評価の実施に係る措置）   

第１５１条 所長は、炉規則第１４条の２及び第９条の２に基づき、次の各号に掲げるところにより、

原子炉施設に係る定期的な評価及び経年劣化に関する技術的な評価を安全管理本部長に行わせなけ

ればならない。なお、実施内容等については、次条で定める施設定期評価実施計画及び経年劣化技

術的評価実施計画に従い行うものとする。   

(1) 保安活動に関する評価 

イ 原子炉施設における保安活動の実施の状況の評価について、平成１７年２月１日までに行い、

評価後、１０年を超えない期間毎に再評価を行うこと。 

ロ 原子炉施設における保安活動への最新の技術的知見の反映状況の評価について、平成１７年

２月１日までに行い、評価後、１０年を超えない期間毎に再評価を行うこと。   

(2) 経年劣化に関する評価  

イ 平成１７年２月１日までに経年劣化に関する技術的な評価を行い、その評価結果に基づき、

１０年間に実施すべき当該原子炉施設についての施設管理に関する方針（以下「長期施設管理

方針」という。）を策定すること。 

ロ イの評価及び方針について、１０年を超えない期間毎に再評価を行い、この再評価の結果に

基づき、次の長期施設管理方針を策定すること。 

ハ イ及びロの評価を行うために設定した条件又は評価方法を変更する場合は、当該評価の見直

しを行い、その結果に基づき、長期施設管理方針を変更しなければならない。 

２ 安全管理本部長は、前項の評価に係る業務を品質管理室長に実施させる。  

 

（施設定期評価実施計画及び経年劣化技術的評価実施計画）  

第１５２条 安全管理本部長は、前条第１項の評価を行う前に、施設定期評価実施計画及び経年劣化

技術的評価実施計画を策定し、所長の承認を得なければならない。これを変更する場合においても

同様とする。  

２ 安全管理本部長は、前項の実施計画を策定する場合に、当該主任技術者の承認を得なければなら

ない。 

 

（評価結果の報告）   

第１５３条 安全管理本部長は、第１５１条第１項各号の評価の結果を所長に報告し、承認を得なけ

ればならない。 
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２ 安全管理本部長は、前項の報告をしようとする場合に、当該主任技術者の承認を得なければなら

ない。 

 

（保安活動に関する評価の結果の反映）   

第１５４条 所長は、第１５１条第１項第１号の保安活動に関する評価の結果を受け、改善を必要と

認めた場合には、改善を行わなければならない。   

２ 安全管理本部長は、前項の改善を行う前に、改善計画を策定し、所長の承認を得なければならな

い。 

３ 安全管理本部長は、前項の改善計画の策定に際し、当該主任技術者の承認を得なければならない。

これを変更する場合においても同様とする。 

４ 所長は第２項の改善計画が策定された場合は、学長に報告しなければならない。これを変更した

場合においても同様とする。 

５ 各部長は、第２項の改善計画に基づいて、改善を実施しなければならない。 

 

（経年劣化に関する評価に伴う長期施設管理方針）   

第１５５条 所長は、第１５１条第１項第２号の経年劣化に関する評価の結果に基づき策定された評

価後１０年間の長期施設管理方針に従い施設管理を実施しなければならない。 

２ 所長は、評価後１０年間の長期施設管理方針について変更が必要となった場合、原子炉施設の安

全上問題のないことを条件に長期施設管理方針を変更できるものとする。この場合、当該主任技術

者の承認を得なければならない。 

３ 所長は第１項の長期施設管理方針が策定された場合は、学長に報告しなければならない。これを

変更した場合においても同様とする。 

４ 各部長は、第１項の長期施設管理方針に基づいて、原子炉施設の保全のための措置を実施しなけ

ればならない。 

 

第３節 改造等及び保守業務  

 

（改造等の計画）  

第１５６条 研究炉主任技術者及び臨界装置主任技術者は、当該原子炉施設の機能若しくは性能を変

更することを前提とした改造又は変更（以下「改造等」という。）の必要を認めたときは、その旨を、

所長に申し出なければならない。 

２ 各部長は、当該部の業務に係る原子炉施設の改造等の必要を認めたとき又は前項の申出に基づき

所長から指示があったときは、その計画書を作成し、当該主任技術者の承認を得て、所長に提出し

なければならない。 

３ 所長は、前項の計画書を承認するに当たっては、安全性の検討、原子炉設置承認条件を満たすこ

との確認及び設計及び工事の計画に係る承認申請手続きの必要性の有無について、安全委員会の意

見を聴かなければならない。ただし、所長が保安上特に問題がないと認めた場合はこの限りではな

い。 
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原⼦炉施設保安規定（以下「保安規定」という。）第１５１条に従い、研究⽤原⼦炉（KUR）
について、原⼦炉施設の定期的な評価及び経年劣化に関する技術的な評価（以下合わせて
「定期安全レビュー」という。）を実施するにあたり、保安規定第１５２条に従い施設定期
評価実施計画及び経年劣化技術的評価実施計画を以下の通り定める。 
 
１．対象施設 
  研究⽤原⼦炉(KUR)及びその附属施設(以下「KUR」という。) を対象とする。 
 
２．実施時期 
  前回の施設定期評価実施報告書(対象期間：平成 16 年 4 ⽉ 1 ⽇から平成 25 年 11 

⽉ 30 ⽇)は平成 25 年 12 ⽉ 13 ⽇付で作成されているため、今回の評価の実施時期は
以下のとおりとする。 

(1) 保安活動に関する評価 
令和 5 年(2023 年)4 ⽉〜8 ⽉ ※11 ⽉ 30 ⽇までの予定も含む 
(対象期間：平成 25 年(2013 年)12 ⽉ 1 ⽇から令和 5 年(2023 年)11 ⽉ 30 ⽇) 

 
(2) 経年劣化に関する評価 

令和 5 年(2023 年)4 ⽉〜8 ⽉ ※11 ⽉ 30 ⽇までの予定も含む 
(対象期間：平成 25 年(2013 年)12 ⽉ 1 ⽇から令和 5 年(2023 年)11 ⽉ 30 ⽇) 
また、この評価の結果に基づき次の⻑期施設管理⽅針を策定する。 

 
３．調査及び評価内容 

以下の調査を実施する。 
(1) 敷地特性 
(2) 構築物、系統及び機器に関する最新状態 
(3) 保安のための管理体制及び管理事項の最新状態 
(4) 国内外の最新の科学的知⾒及び技術的知⾒ 
(5) 施設の経年劣化の状況 

 
２．に定める対象期間における(1)〜(5)を調査する。 
この調査により、(1)〜(5)について前回の調査から変更があったことを確認した場合に

は、KUR への影響を明らかにするための評価を実施する。 
評価に当たっては、２．の時点における周辺状況や施設状況の変化を踏まえても、運転

時の異常な過渡変化、設計基準事故及び多量の放射性物質等を放出する事故に対処する
ために必要な安全対策に⾒直しの必要がないかといった観点に着⽬して⾏う。 

評価の結果、当該安全対策に⾒直しの必要が明らかになった場合には、設備改造、運⽤
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⼿順の改善その他必要な対策を検討する。 
また、法令に基づき承認を受けた事項以外の対策であって、事故の発⽣防⽌等に資する

設備、運⽤等に係るものを講じた場合は、これを明らかにし、当該対策の概要並びに運⽤
⽅針及びその期待される効果を評価する。 

 
３．１ 調査の内容 

(1) 敷地特性 
調査内容及び⽅法 結果の記録 

l 設置変更承認申請書及び添付書類の記載
内容を基本とする。（気象、地盤、⽔理、
地震、津波、⽕⼭、外部⽕災、施設の安
全設計上考慮すべき社会環境等に係る項
⽬） 

l ２．の実施時期における変更点の有無と
変更内容を調査する。 

l 調査⼿法は、直近の設置変更承認で適⽤
した⼿法を⽤いる。 

l 前回の調査から変更がある場合、その変
更点を記録する。 

l 記録に際し、調査⽅法と調査範囲を明確
にするとともに、変更ありとした事由や
根拠等も含める。 

 
 

(2) 構築物、系統及び機器に関する最新状態 
調査内容及び⽅法 結果の記録 

l 設置変更承認申請書及び添付書類の記載
内容、並びに設⼯認の内容を基本とする。 

l ２．の実施時期における最新の施設の状
態を調査する。 

l 調査結果は容易に検索可能なように整理
し記録する。 

l 整理に際し、改造⼯事の履歴を基に施設
の最新状態を把握するための記録を活⽤
する。（設置変更承認申請書及び添付書
類、設⼯認申請書及び添付書類、計算書、
系統図等の図⾯を含む⼯事完成図書等） 

 
 
(3) 保安のための管理体制及び管理事項の最新状態 

調査内容及び⽅法 結果の記録 
l 保安規定の記載事項及びその運⽤実績を

対象とする。 
l ２．の実施時期における最新の管理体制

と管理事項を確認する。 

l 前回の確認結果から変更がある場合、そ
の変更点を記録する。 

l 記録に際し、変更となった事由及び根拠
等も含める。 
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(4) 国内外の最新の科学的知⾒及び技術的知⾒ 

調査内容及び⽅法 結果の記録 
l 以下の例に挙げる最新の科学的知⾒及び

技術的知⾒を収集する。 
ü 安全性の確保に資すると判断される国

内外から得られた研究成果 
ü 運転経験から得られた教訓、基準 
ü 学会情報 
ü その他 

l 前回の調査から新たに取り⼊れた知⾒を
記録する。 

l 記録に際し、取り⼊れた判断の根拠も含
める。 

 
(5) 施設の経年劣化の状況 

調査内容及び⽅法 結果の記録 
l 施設の特性に応じて、調査すべき経年劣

化事象を選定する。 
l 選定した経年劣化事象に対し、２．の対

象期間における保守点検の内容や補修・
交換の実績調査を⾏う。 

l 経年劣化事象を分析し、現状の保全内容
が適切か調査する。 

l 実績調査及び分析結果を記録する。 

 
３．２ 評価項⽬ 

３．１の調査の結果、前回の定期安全レビューから変更点があった場合には、必要に応
じて、当該変更点に係る影響を明らかにするための評価を⾏う。 

この評価の結果、設置変更承認申請書及びその添付書類、設⼯認の承認申請書及びその
添付書類、保安規定その他の法令に基づき承認等を受けた事項に関し変更の必要がある
場合には、定期安全レビューの結果を踏まえ、速やかに施設の設置、取替、改造、修理、
施設の運⽤等の変更について、承認等の⼿続を実施する。 

また特に、保安のための管理体制及び管理事項については、２．の対象期間における組
織的な変更（部室等の統廃合、⼈員配置の⾒直し、技術継承を含む教育訓練体制の⾒直し
等）の結果⽣じた影響について評価し、当該評価結果を踏まえ、今後の保安活動を適切に
実施するための⽅針を検討する。 

経年劣化に関する技術評価については、評価の結果、新たに考慮すべき経年劣化事象が
明らかになった場合には、当該事象も考慮して施設の健全性を評価し、今後１０年間にお
いて当該施設が技術上の基準に適合する⾒通しを明らかにする。 

経年劣化に関する技術的な評価の結果については、今後１０年間において施設の保全
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のために必要な措置を明らかにし、保安規定第１５５条に従い KUR ⻑期施設管理⽅針
（本-計画-009）を策定し実施することとする。 

特に、当該期間に施設が技術上の基準に適合しないおそれが⾒込まれる場合には、従前
実施してきた保全のために必要な措置に加え、新たに当該期間に実施すべき措置も含め
た⻑期施設管理⽅針を策定し実施する。 

 
３．３ 改善計画の策定 

３．２で実施した評価結果を踏まえ、現状の KUR の保全活動の不⾜が明らかになり改
善を必要とする場合は、保安規定第１５４条に従い、その改善計画を策定し実施する。 

 
３．４ 定期安全レビューの結果の記録 

３．１の調査の結果及び３．２の評価の結果については保安規定別表第２５及び別表第
３７に従い記録及び保存するとともに、保安規定第１５３条に従い報告する。３．３の改
善計画については、⽂書記録管理台帳（品-要領-006）に登録された KUR 改善計画（本-
計画-003）として記録及び保存する。 

 
３．５ 定期安全レビューの結果の公表 

定期安全レビューの結果については複合原⼦⼒科学研究所ホームページで公表する。 
 
４．実施体制 
  実施プロセス及び担当者を表１に⽰す。 
   

表１ 実施プロセス及び担当者 
プロセス 担当者 備考 
評価計画の策定 安全管理本部⻑ (保安規定第 152 条) 
評価計画の承認 研究炉主任技術者 

所⻑ 
(保安規定第 152 条) 

評価の実施 
(評価結果に基づく⻑期施
設管理⽅針の策定含む) 
 

品質管理室⻑ 
 ・中央管理室 
 ・核燃料管理室 
 ・品質管理室 
・研究炉部 

 ・実験設備管理部 
 ・放射線管理部 
 ・放射性廃棄物処理部 
 ・事務管理部 

3.調査及び評価内容 
3.1 調査の内容 
3.2 評価項⽬ 
(保安規定第 151 条) 
(保安規定第 155 条) 
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評価結果を所⻑に報告 安全管理本部⻑ (保安規定第 153 条) 
評価結果の承認 研究炉主任技術者 

所⻑ 
(保安規定第 153 条) 

評価結果の記録の保存 品質管理室 3.4 定期安全レビューの結
果の記録 

評価結果の公表 所⻑ 3.5 定期安全レビューの結
果の公表 

評価結果の反映(改善)* 所⻑ (保安規定第 154 条) 
改善計画の策定* 安全管理本部⻑ 3.3 改善計画の策定 

(保安規定第 154 条) 
改善計画の承認* 研究炉主任技術者 

所⻑ 
(保安規定第 154 条) 

改善計画を学⻑に報告* 所⻑ (保安規定第 154 条) 
改善の実施* 各部室⻑ (保安規定第 154 条) 
*改善が必要と認めた場合 
 

5．実施⼯程 
 主な実施⼯程を表 2 に⽰す。 
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表 2  実施⼯程 

△審議、●承認、〇報告、□実施 
安委：原⼦炉安全委員会、炉：研究炉主任技術者、所：所⻑、学：学⻑ 

作業項⽬ 
2023 年 

備考 
2 ⽉ 3 ⽉ 4 ⽉ 5 ⽉ 6 ⽉ 7⽉ 8 ⽉ 

KUR 施設
定 期 評 価
実施計画 

計画書策
定、改定 

 
△2/20 

安委 
●炉 

●所 

 
〇3/20 

安委 

   改定 
△7/24 

安委 
●炉 

●所 

  

評価 調査    

□ 
    3.1 

評価    
□ 

 

 
   3.2 

記録    
 

 

 
  

□ 
 3.4 

KUR 施設
定 期 評 価
実 施 報 告
書 

評価結果
報告書 

   
 

   
 
 
 
 
 

 
〇8/21 

安委 

 

⻑期施設
管理⽅針
( 施 設 管
理実施計
画 管 理
表)策定 

   
 

  

 
 

 
 

〇8/21
安委 
〇学 

 

改善計画 改善計画
の策定 
( 必 要 と
認めた場
合) 

    

 
 

 
 

 
 

〇8/21
安委 
〇学 

3.3 

公表 H.P.掲載        3.5 

△8/3 
安委(臨時) 

〇●所 

●炉 

△8/3 
安委(臨時) 

〇●所 

●炉 

△8/3 
安委(臨時) 

〇●所 

●炉 
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KUCA 施設定期評価実施計画 

 

  

 

 

 

複合原⼦⼒科学研究所 

 

2023 年 7 ⽉改定 

 

所⻑ 
承認 

臨界装置主任技術者 
承認 

安全管理本部⻑ 
策定 

品質管理室 
作成 

    
    

  

[ 172 ]



本-計画-002 

 
 

⽬次 
 
1. 対象施設 -------------------------------------------------------------------------------------- 1 

2. 実施時期 -------------------------------------------------------------------------------------- 1 

3. 調査及び評価内容 --------------------------------------------------------------------------- 1 
3.1 調査の内容 ------------------------------------------------------------------------------ 2 
3.2 評価項⽬ -------------------------------------------------------------------------------- 3 
3.3 改善計画の策定 ------------------------------------------------------------------------- 4 
3.4 定期安全レビューの結果の記録 ------------------------------------------------------- 4 
3.5 定期安全レビューの結果の公表 ------------------------------------------------------- 4 

4. 実施体制 -------------------------------------------------------------------------------------- 4 
5. 実施⼯程 -------------------------------------------------------------------------------------- 5 
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原⼦炉施設保安規定（以下「保安規定」という。）第１５１条に従い、臨界実験装置（KUCA）
について、原⼦炉施設の定期的な評価及び経年劣化に関する技術的な評価（以下合わせて
「定期安全レビュー」という。）を実施するにあたり、保安規定第１５２条に従い施設定期
評価実施計画及び経年劣化技術的評価実施計画を以下の通り定める。 
 
１．対象施設 
  臨界実験装置(KUCA)及びその附属施設(以下「KUCA」という。) を対象とする。 
 
２．実施時期 
  前回の施設定期評価実施報告書(対象期間：平成 16 年 4 ⽉ 1 ⽇から平成 25 年 11 

⽉ 30 ⽇)は平成 25 年 12 ⽉ 13 ⽇付で作成されているため、今回の評価の実施時期は
以下のとおりとする。 

(1) 保安活動に関する評価 
令和 5 年(2023 年)4 ⽉〜8 ⽉ ※11 ⽉ 30 ⽇までの予定も含む 
(対象期間：平成 25 年(2013 年)12 ⽉ 1 ⽇から令和 5 年(2023 年)11 ⽉ 30 ⽇) 

 
(2) 経年劣化に関する評価 

令和 5 年(2023 年)4 ⽉〜8 ⽉ ※11 ⽉ 30 ⽇までの予定も含む 
(対象期間：平成 25 年(2013 年)12 ⽉ 1 ⽇から令和 5 年(2023 年)11 ⽉ 30 ⽇) 
また、この評価の結果に基づき次の⻑期施設管理⽅針を策定する。 

 
３．調査及び評価内容 

以下の調査を実施する。 
(1) 敷地特性 
(2) 構築物、系統及び機器に関する最新状態 
(3) 保安のための管理体制及び管理事項の最新状態 
(4) 国内外の最新の科学的知⾒及び技術的知⾒ 
(5) 施設の経年劣化の状況 

 
２．に定める対象期間における(1)〜(5)を調査する。 
この調査により、(1)〜(5)について前回の調査から変更があったことを確認した場合に

は、KUCA への影響を明らかにするための評価を実施する。 
評価に当たっては、２．の時点における周辺状況や施設状況の変化を踏まえても、運転

時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対処するために必要な安全対策に⾒直しの必要
がないかといった観点に着⽬して⾏う。 

評価の結果、当該安全対策に⾒直しの必要が明らかになった場合には、設備改造、運⽤
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⼿順の改善その他必要な対策を検討する。 
また、法令に基づき承認を受けた事項以外の対策であって、事故の発⽣防⽌等に資する

設備、運⽤等に係るものを講じた場合は、これを明らかにし、当該対策の概要並びに運⽤
⽅針及びその期待される効果を評価する。 

 
３．１ 調査の内容 

(1) 敷地特性 
調査内容及び⽅法 結果の記録 

l 設置変更承認申請書及び添付書類の記載
内容を基本とする。（気象、地盤、⽔理、
地震、津波、⽕⼭、外部⽕災、施設の安
全設計上考慮すべき社会環境等に係る項
⽬） 

l ２．の実施時期における変更点の有無と
変更内容を調査する。 

l 調査⼿法は、直近の設置変更承認で適⽤
した⼿法を⽤いる。 

l 前回の調査から変更がある場合、その変
更点を記録する。 

l 記録に際し、調査⽅法と調査範囲を明確
にするとともに、変更ありとした事由や
根拠等も含める。 

 
 

(2) 構築物、系統及び機器に関する最新状態 
調査内容及び⽅法 結果の記録 

l 設置変更承認申請書及び添付書類の記載
内容、並びに設⼯認の内容を基本とする。 

l ２．の実施時期における最新の施設の状
態を調査する。 

l 調査結果は容易に検索可能なように整理
し記録する。 

l 整理に際し、改造⼯事の履歴を基に施設
の最新状態を把握するための記録を活⽤
する。（設置変更承認申請書及び添付書
類、設⼯認申請書及び添付書類、計算書、
系統図等の図⾯を含む⼯事完成図書等） 

 
 
(3) 保安のための管理体制及び管理事項の最新状態 

調査内容及び⽅法 結果の記録 
l 保安規定の記載事項及びその運⽤実績を

対象とする。 
l ２．の実施時期における最新の管理体制

と管理事項を確認する。 

l 前回の確認結果から変更がある場合、そ
の変更点を記録する。 

l 記録に際し、変更となった事由及び根拠
等も含める。 
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(4) 国内外の最新の科学的知⾒及び技術的知⾒ 

調査内容及び⽅法 結果の記録 
l 以下の例に挙げる最新の科学的知⾒及び

技術的知⾒を収集する。 
ü 安全性の確保に資すると判断される国

内外から得られた研究成果 
ü 運転経験から得られた教訓、基準 
ü 学会情報 
ü その他 

l 前回の調査から新たに取り⼊れた知⾒を
記録する。 

l 記録に際し、取り⼊れた判断の根拠も含
める。 

 
(5) 施設の経年劣化の状況 

調査内容及び⽅法 結果の記録 
l 施設の特性に応じて、調査すべき経年劣

化事象を選定する。 
l 選定した経年劣化事象に対し、２．の対

象期間における保守点検の内容や補修・
交換の実績調査を⾏う。 

l 経年劣化事象を分析し、現状の保全内容
が適切か調査する。 

l 実績調査及び分析結果を記録する。 

 
３．２ 評価項⽬ 

３．１の調査の結果、前回の定期安全レビューから変更点があった場合には、必要に応
じて、当該変更点に係る影響を明らかにするための評価を⾏う。 

この評価の結果、設置変更承認申請書及びその添付書類、設⼯認の承認申請書及びその
添付書類、保安規定その他の法令に基づき承認等を受けた事項に関し変更の必要がある
場合には、定期安全レビューの結果を踏まえ、速やかに施設の設置、取替、改造、修理、
施設の運⽤等の変更について、承認等の⼿続を実施する。 

また特に、保安のための管理体制及び管理事項については、２．の対象期間における組
織的な変更（部室等の統廃合、⼈員配置の⾒直し、技術継承を含む教育訓練体制の⾒直し
等）の結果⽣じた影響について評価し、当該評価結果を踏まえ、今後の保安活動を適切に
実施するための⽅針を検討する。 

経年劣化に関する技術評価については、評価の結果、新たに考慮すべき経年劣化事象が
明らかになった場合には、当該事象も考慮して施設の健全性を評価し、今後１０年間にお
いて当該施設が技術上の基準に適合する⾒通しを明らかにする。 

経年劣化に関する技術的な評価の結果については、今後１０年間において施設の保全
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のために必要な措置を明らかにし、保安規定第１５５条に従い KUCA ⻑期施設管理⽅針
（本-計画-010）を策定し実施することとする。 

特に、当該期間に施設が技術上の基準に適合しないおそれが⾒込まれる場合には、従前
実施してきた保全のために必要な措置に加え、新たに当該期間に実施すべき措置も含め
た⻑期施設管理⽅針を策定し実施する。 

 
３．３ 改善計画の策定 

３．２で実施した評価結果を踏まえ、現状の KUCA の保全活動の不⾜が明らかになり
改善を必要とする場合は、保安規定第１５４条に従い、その改善計画を策定し実施する。 

 
３．４ 定期安全レビューの結果の記録 

３．１の調査の結果及び３．２の評価の結果については保安規定別表第２５及び別表第
３７に従い記録及び保存するとともに、保安規定第１５３条に従い報告する。３．３の改
善計画については、⽂書記録管理台帳（品-要領-006）に登録された KUCA 改善計画（本
-計画-004）として記録及び保存する。 

 
３．５ 定期安全レビューの結果の公表 

定期安全レビューの結果については複合原⼦⼒科学研究所ホームページで公表する。 
 
４．実施体制 
  実施プロセス及び担当者を表１に⽰す。 
   

表１ 実施プロセス及び担当者 
プロセス 担当者 備考 
評価計画の策定 安全管理本部⻑ (保安規定第 152 条) 
評価計画の承認 臨界装置主任技術者 

所⻑ 
(保安規定第 152 条) 

評価の実施 
(評価結果に基づく⻑期施
設管理⽅針の策定含む) 
 

品質管理室⻑ 
 ・中央管理室 
 ・核燃料管理室 
 ・品質管理室 
・臨界装置部 

 ・放射線管理部 
 ・放射性廃棄物処理部 
 ・事務管理部 

3.調査及び評価内容 
3.1 調査の内容 
3.2 評価項⽬ 
(保安規定第 151 条) 
(保安規定第 155 条) 

評価結果を所⻑に報告 安全管理本部⻑ (保安規定第 153 条) 
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評価結果の承認 臨界装置主任技術者 
所⻑ 

(保安規定第 153 条) 

評価結果の記録の保存 品質管理室 3.4 定期安全レビューの結
果の記録 

評価結果の公表 所⻑ 3.5 定期安全レビューの結
果の公表 

評価結果の反映(改善)* 所⻑ (保安規定第 154 条) 
改善計画の策定* 安全管理本部⻑ 3.3 改善計画の策定 

(保安規定第 154 条) 
改善計画の承認* 臨界装置主任技術者 

所⻑ 
(保安規定第 154 条) 

改善計画を学⻑に報告* 所⻑ (保安規定第 154 条) 
改善の実施* 各部室⻑ (保安規定第 154 条) 
*改善が必要と認めた場合 
 

5．実施⼯程 
 主な実施⼯程を表 2 に⽰す 
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表 2  実施⼯程 

△審議、●承認、〇報告、□実施 
安委：原⼦炉安全委員会、炉：臨界装置主任技術者、所：所⻑、学：学⻑ 
 

作業項⽬ 
2023 年 

備考 
2 ⽉ 3 ⽉ 4 ⽉ 5 ⽉ 6 ⽉ 7⽉ 8 ⽉ 

KUR施設
定 期 評 価
実施計画 

計画書策
定、改定 

 
△2/20 

安委 
●炉 

●所 

 
〇3/20 

安委 

   改定 
△7/24 

安委 
●炉 

●所 

  

評価 調査    

□ 
    3.1 

評価    
□ 

 

 
   3.2 

記録    
 

 

 
  

□ 
 3.4 

KUR施設
定 期 評 価
実 施 報 告
書 

評価結果
報告書 

   
 

   
 
 
 
 
 

 
〇8/21 

安委 

 

⻑期施設
管理⽅針
( 施 設 管
理実施計
画 管 理
表)策定 

   
 

  

 
 

 
 

〇8/21
安委 
〇学 

 

改善計画 改善計画
の策定 
( 必 要 と
認めた場
合) 

    

 
 

 
 

 
 

〇8/21
安委 
〇学 

3.3 

公表 H.P.掲載        3.5 
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別図 

変更前 ／ 変更後 変更内容 
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後 

別図第２ 管理区域の位置 
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別図第９ 保全区域 
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別図第９ 保全区域 
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別図第１０ 周辺監視区域 
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変 

更 

後 

別図第１０ 周辺監視区域 
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KUR 長期施設管理方針の補足説明 
 
原子炉施設保安規定には KUR 長期施設管理方針として以下のように記載した。 
 
長期施設管理方針 
（始期： 2023 年 12 月 1 日、適用期間： 10 年間） 
 
炉心タンクの腐食については、直近に行った調査から 10 年を超えない期間中に超音波を用

いた調査の実施計画を策定する。 
 
（補足説明） 
直近に行った調査から 10年を超えない期間中に超音波を用いた調査を実施する計画を策定

するという意味であって、10 年を超えない期間に調査の実施計画のみを策定し、調査自体

を前回調査から 10 年以上経過して行うことはないことを注釈する。 
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KUCA施設定期評価実施報告書（高経年化に関する評価）の補足説明 
 

 

(1) 電気・計装品の絶縁低下について 

分電盤とそのケーブル等の絶縁抵抗測定は、年に 1度の頻度で実施しており、直近では、

2023 年の 10 月に実施した。これまでのところ、異状が見つかったことはないが、異状が

見つかった場合、ケーブル等について交換等の対応をする。 

核計装系（安全保護系を含む）・プロセス計装系の回路系の点検は、年に 1度の頻度で

外部業者に依頼して実施している。直近では、2023 年 11 月に実施した。これまでのとこ

ろ、点検で異常が見つかったことはないが、信号の異状が見つかった場合、絶縁抵抗を測

定し、必要な対応をする。 

 

(2) コンクリートの強度低下について 

建屋コンクリートの外壁の塗装は、1989年及び 2019年の 2度実施した。建設当初は、

塗装がなく中性化がやや進んでいたが、1989年の塗装以降は、中性化進展の鈍化が確認で

きるので、塗装による中性化抑制効果が現れていると考えている。また、2019年の塗装前

の状態（1989 年の塗装から 30 年経過）を確認したところ、塗装状態に特に問題は生じて

いなかったので、少なくとも 30年程度は効果が継続すると考えている。そのため、今のと

ころ、再塗装の具体的な計画は立てていないが、点検等で異状が見られた場合は、再塗装

等の対応をする。 

建屋コンクリートの内壁の塗装については、建設時に実施した。内壁は厚く、クラック

の進展等も監視しているので、鉄筋コンクリートとしての構造体に特に劣化を想定してい

なかったため、2019年時点の中性化を実測しなかったが、内壁の外観に異状が見られない

ため、今のところ、再塗装の具体的な計画は立てていない。ただし、点検等で異状が見ら

れた場合は、再塗装等の対応をする。 

中性化を含めたコンクリート（内壁及び外壁）の健全性調査については、今後の 10年間

の保全計画に時期を明記し、研究所内の安全委員会で審議した上で確定し、その計画に従

って実施するため、次回の長期施設管理方針の再評価までにコア抜き等の調査を行うこと

となる。なお、以降も 10年程度の間隔で行う予定である。 

 

以上 
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